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デジタル製品 にお ける製品アーキテクチ ャの

モ ジ ュ ラー化 と分 業構 造 の変容

石 井 健 司

1.は じ め に

デジタル家電 をは じめ としたデジタル製品分野において,日 本企業 は,急 激

な価格低下 と収益悪化 により苦戦が続いている。従来,特 に家電分野 は日本企

業の得意分野であったが,ア ナログ製品か らデジタル製品への移行 とともにア

ジア企業の急激 な追い上げにより業界の変化が非常 に激 しくなって きている。

本稿 においては,こ れらの変化の背景について,製 品アーキテクチ ャの視点

か ら考察 してい く。製品アーキテクチ ャに関す る研究は近年盛んになって きた

が,そ れ らの多 くは,製 品アーキテクチ ャの類型の上か らそれぞれの特徴 を取

り扱 った ものであ る。 しか し,現 実には,同 一の製品 カテゴリーであって も,

アナログ製品か らデジタル製品へ,ま たデジタル化 された製品において も,新

たな製品開発の段階か ら製品自体が成熟 し市場で普及する段 階へ と進むにつれ

て,製 品アーキテクチ ャは変化する。

新 しい製品の開発初期段階では,製 品アーキテクチ ャはインテグラル型であ

るが,そ の後,モ ジュラー型へ とシフ トしてい くのが一般的なパ ター ンである。

それではなぜ製品アーキテクチャはインテグラル型か らモ ジュラー型へ とシフ

トしてい くのか。Christensen[2002]に よれば,そ れは,製 品性能が顧客ニ

ーズを超 えることによって
,企 業の競争要因が製品性能から価格や生産の効率
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性へ と移 ってい くためである(図1参 照)。 モジュラー型のアーキテクチャの

方がインテグラル型 よりも迅速で柔軟 な製品開発 とコス ト削減が可能である。

そのため,競 合企業が現れ,技 術 ・製品革新 の必要性やコス ト削減,歩 留 まり

率向上 などの要請が強まると,企 業 自身が,合 理的選択の結果 としてモジュラ

ー化 を推進 してい くのである。

製品アーキテクチャのモジュラー型へのシフ トは,コ ス ト削減のために従来

多数の部品の組み合わせで実現 されていた機能のモジュラー化や共通化 を追求

する中で進行 してい く。企業はモジュールを企業内で内製するか,モ ジュール

専業企業 と共同で開発す ることになる。企業内で進行するそのような過程 とあ

わせて,そ れ らのモジュール自体 を供給する外部サプライヤーが出現 して くる。

外部サプライヤーの出現は,イ ンターフェースの標準化 とそのオープン化に

よって促進される。企業 にとっては,コ ス ト削減のためにアウ トソーシング活

用の圧力が強 くなるが,モ ジュラー化 によってインターフェースの規格が標準
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化 することでアウ トソーシングの効率 と効果 を高めることができる。インター

フェースの標準化が進み,そ れがオープン化 してい くことで部品 ・モジュール

の中間財市場が形成 されてい く。企業にとっては,中 間財市場 か ら低価格で高

品質のモジュールを調達で きるようにな り,一 層のコス ト削減につなが る。

このように製品アーキテクチャがモジュラー化することで,中 間財の市場化

が促進 されてい くが,中 間財市場が形成,発 展 してい くことで製品製造に参入

す る企業が増加 し,製 品市場 自体が急速に拡大することになる。 中間財市場,

製品市場が互いに相乗効果を持つ ことで当該製品の産業が大 きく発展 してい く

構造が出来上がる。最近のデジタル家電をはじめとしたエ レク トロニクス製品

産業の発展の背景 には,製 品アーキテクチ ャのモジュラー化が大 きく影響 して

いるといえる。

デジタル製品産業 を巡る最近の動向は,製 品アーキテクチャのモジュラー型

への シフ トという視点か ら概ねこの ように整理で きるが,そ れでは,デ ジタル

製品に見 られる製品アーキテクチャの ダイナ ミクスは,企 業間関係や分業構造

にどのような変化をもた らすであろうか。本稿 においては,こ れ らの点 につい

て製品アーキテクチャのシフ トが もた らす変化の深層 を掘 り下げることで詳 し

く考察 してい くこととす る。

皿.製 品アーキテクチ ャのモジュラー化 と中間財市場の発展

1.中 間財市場の形成 と発展 の要因

イ ンテグラル型の製品アーキテクチャか らモ ジュラー型の製品アーキテクチ

ャにシフ トすることによって企業間関係や産業構造が どの ように変化するか を

考える上で重要な側面は,中 間財市場の形成 と発展 とい う点である。

モジュラー型アーキテクチ ャの製品は中間財市場 を形成する傾向が強いとい

う特徴 を持つ。それは,モ ジュラー化がインターフェースの規格の標準化 とオ

ープ ン化を伴 うか らである
。規格 に沿ったモジュールを専門に製造する企業が

生まれる土壌がそこにある。 また,企 業はコス ト削減や生産の効率化のために
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モジュラー化 を推進するが,そ のためにモジュールをアウ トソーシングした り,

積極的に市場調達を活用す る。その意味では製品製造企業 自身が中間財市場の

形成 を推進 している とも言 える。

そこで,ま ず始めに製品アーキテクチ ャのモジュラー化が もたらす中間財市

場の形成 ・発展について詳 しく見てい くことにしたい。デジタル家電産業にお

ける具体的な現象を通 しなが ら,中 間財 の市場化が進展 してい く背景やその要

因を見てい く。

(1)日本企業による部品モ ジュールの外販

中間財の市場化が進展 してい く背景にはい くつかの要因がある。その一つは,

日本企業が部品 ・モ ジュールを外販 している点である。 日本企業 は,デ ジタル

家電製品の生産に必要な部品 ・モ ジュールを企業内で生産 しているケースも多

いが,そ れ らの部品 ・モジュールを自社の最終製品の製造に使用するだけでな

く,部 品 ・モジュール単体で外販す るケースも多 く見 られる。 またその逆 に日

本の有数企業の中にも中核部品を開発 ・製造せず市場調達に依存 しているケー

スもある。

例えば,ソ ニーはDSC(デ ジタル ・スチル ・カメラ)やDVC(デ ジタル ・

ビデオ ・カメラ)の 基幹部品であるCCD(電 荷結合素子)の 最大手 メーカー

であるが外販 も行っている。キャノンはこのデジタルカメラの中核部品である

CCDを 自社で開発 ・製造 していないため市場でソニーなどから調達 している。

また,シ ャープは液晶テ レビの基幹部品である液晶パ ネルを外販 しているし,

画像エ ンジンを内製 している日本の大手メーカーの中には他のメーカーにそれ

を供給 している企業 もある。つ まり最終製品を製造販売する日本企業 自身が部

品やデバイスを外販することで中間財市場形成の役割を担っているのである。

この ように日本企業が部品やデバイスを外販する背景にはい くつかの点が挙

げ られる。

まず第一に,部 品自体の収益性が非常 に高いため,部 品の外販を主要事業 と

位置づけ推進 していることがある。モジュラー化の進展 によって最終製品が価
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格競争に陥 り収益性が低下 してい くため,企 業 にとっては部品事業の外販は貴

重 な収益源 となっている。

次に,製 品の競争力 を高めるためには,特 にその製品に使われている基幹部

品の競争力を高める必要があ り,そ のためには基幹部品 自体の生産量を増加 さ

せ る必要がある。 しか し,自 社消費だけでは,生 産量の確保が難 しく部品自体

の競争力を維持で きない場合が多い1)。高騰する部品デバイスの開発費を賄い,

競争力 を高めるには,内 部消費するだけでなく外販 し,そ こで得た利益 を基幹

部品の開発強化 に活用する。そのような意味で外販事業 を推進す る必要がある。

また,部 品の外販には,戦 略上の重要な点 として,自 らの規格 を業界標準 と

するためその普及 を図るとの側面 もある2)。

延岡 ・伊藤 ・森田[2006]は,日 本企業 における主要モジュールの内製率 と

市場化の程度の分析か ら,最 終製品を販売する日本企業が,同 時に主要モジュ

ールも販売 し
,そ の市場化に貢献 していることを指摘 している。

(2)デバイス専業企業の参入

中間財市場の形成を牽引 している主体は,や は りなん といって も多 くの製品

分野 において部品 ・モジュールを製造する専業企業が誕生 していることであ

る。

これは,モ ジュラー化に伴いインター フェースの規格が標準化 しオープ ンに

なることから,部 品 ・モジュールの製造 を独立 して行 うことが可能になるか ら

である。そのためモジュール製造の専業化が進む。

モジュール専業企業が生産するモジュールは,製 品製造企業がアウ トソーシ

ングする場合 など,特 定企業の製品向けに供給 される専用モジュールの場合 も

あるが,特 定企業の製品に限定 されず一般的に広 く利用可能な汎用モジュール

が多数,市 場で取引 されるようになってきている。市場で簡単に調達で きるそ

れ らの汎用モジュールを組み合わせるだけで容易に製品の製造が可能 となる。

さらに,市 場で入手可能な汎用モジュールの中には,製 品製造の上で事実上の

業界標準 になっているもの も多 く見 られるようになって きている。ブロー ドバ
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ンド通信向け製品分野におけるBroadcom,携 帯電話通信技術のQUALCOMM,

グ ラフィックス処理分野のNVIDIA,DVDプ レーヤーやDVDレ コーダー製品

分野のMediatekな どである。

これ らの汎用モ ジュールを採用す ることで,一 定の機能 を備 えた製品の開

発 ・製造が容易 とな り,製 品企業の市場参入が容易 となる。 しか し,出 来上が

った製品の違いとい う意味では他の製品 との差別化が難 しく,製 品 レベルでは

価格競争に陥 りやすい。

(3)中間財に対す る需要拡大

製品アーキテクチ ャのモジュラー化は,モ ジュールの市場調達 を可能にする

が,モ ジュールの需要側,す なわち製品を製造する企業側か らの中間財への需

要が中間財市場 を発展 させ るとい う側面 もある。モ ジュールを組み合わせ るだ

けで製品化が可能であることか ら,多 くの企業が当該製品市場に参入 して くる。

技術力 を持 たず 自社内でモジュールを生産する能力 を持たない企業の市場参入

圧力が中間財への需要拡大 となって中間財市場 をよ り一層活発化 させているの

である。

また,多 くの企業が参入 し商品 としての革新性が薄れてい くと競合製品 との

競争上,製 品機能の改良が必要 となる。 また利益確保のためには競合企業よ り

も速 く製品化 を進める必要がある。その意味では製品の開発 ・製造のス ピー ド

が求め られる。モジュラー型製品においては,製 品改良の役割 を担 うのはモジ

ュールにおけるイノベーシ ョンであ り,さ らに製品開発のス ピー ドもモジュー

ルの調達に依存す る。すなわち,製 品市場における競争の激化は,そ のままモ

ジュール市場,中 間財市場への需要圧力へ と直結 し,そ れが中間財市場の一層

の発展 を促進 している。

(4)システム統合のための知識の市場化

しか し,モ ジュールを市場か ら調達すれば簡単に製品化が可能であるかとい

うと,製 品によってはそれだけで十分 なケースもあるが,実 際には,技 術力の
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ない製品企業にとっては,単 なるモ ジュールの組み合わせだけでは製品化は難

しい。それは,モ ジュラー型のアーキテクチ ャを持つ製品であっても製品化の

ためには,当 該モジュールを製品に組み込むための知識やノウハ ウが必要だか

らである。

延岡 ・伊藤 ・森田[2006]は,こ れ らの製品開発や製造に必要 なモジュール

の種類やその組み合わせ方に関する知識 を 「システム統合に関する知識」 と呼

んでいる。そ して,最 近では,そ れ らの知識やノウハウまで もが市場化 して取

引 されるようになったことが市場競争に大 きな影響 を与えるようになったと指

摘 している。

システム統合に関す る知識の市場化には二つのパ ターンがあるとされる。一

つは,主 要部品やモジュールの製造 ・供給企業が,販 売促進のために,最 終商

品へ向けた システム統合のや り方を提供するケースである。 もう一つ は,半 導

体や部品供給 と関係 なく,シ ステム統合 を事業の中心 に据 える企業によるもの

である。

前者 については,製 品の中核 となるモジュールを供給する企業が,当 該モジ

ュールと共にリファレンス ・デザインを提供 しているような場合 を指す。デジ

タル製品の中核 となるモジュールは半導体 をもとに構成 されているが,リ ファ

レンス ・デザインとは,そ れ らの半導体メーカーが製品メーカーに提供する製

品の設計図である。 リファレンス ・デザ インをもとにそのまま製品化するだけ

というレベルにまで完成 されたデザインを提供 している場合 もある。部品 ・モ

ジュールの購入 とあわせて提供 される場合 もあるが,最 近 はWEB上 に誰で も

閲覧できるような形で公開 している企業 もある。 また単なる設計図だけでな く

当該半導体 を組み込 んでキ ッ トの形で供給 している場合 もある。先 に挙 げた

BroadcomやNVIDIAな ども積極的にリファレンス ・デザインを提供 している。

後者 については,リ ファレンス ・デザインの開発を専門に行 う企業の存在で

ある。携帯電話やデジタルカメラなどの リファレンス ・デザインを提供するベ

ンチャー企業が出現 して きている。

これ らの リファレンス ・デザイ ンを用いることで,高 い技術力 を持たない企
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業で も製品化 し量産可能である。製品企業にとっては,一 定 レベルの製品性能

とその安定性 を確保することがで き,さ らに設計期間の短縮により製品化期 間

の短縮にもつなが る。 しか し,他 企業 も同様のリファレンス ・デザイ ンを採用

す ることを考える と,製 品が画一化 し差別化は困難である。

2.中 間財の市場化 と製品市場の発展

これ まで見て きた通 り,製 品がモジュラー化 し部品 ・モ ジュールの中間財市

場が形成 されると,シ ステム統合 に関す る知識 さえ市場か ら入手で きるように

なるため,製 品 自体を開発 ・製造する技術力 を持たない企業であって も市場か

ら部品 ・デバ イスを購入 し組み合わせ るだけで比較的容易 に製品を製造するこ

とがで きるようになる。 したがって,中 間財市場が形成 され発展 してい くのに

伴い,製 品製造への参入が容易 となり,多 くの企業が参入 し産業が拡大する。

デルや ヒュー レッ ト・パ ッカー ド社がデジタル家電分野に進出して きている

ことに象徴 されるように異業種か らの参入 を含め,既 存メーカー以外の新規参

入が相次いでいる。実際に,東 アジアにおいて特に多 くの台湾企業,中 国企業

がデジタル家電産業に参入 して きている背景 はこの ような現象 にもとつ くもの

である。 これ らの企業は,リ ファレンス ・デザインを活用す ることで開発費 を

押 さえるとともに安い労働力 と組み合わせることで,一 定水準の機能を備 えた

低価格の製品を短期間に製造 ・販売 し,目 覚 ましい躍進 を遂げてきているので

ある。また日本企業の中にも船井電機やバイデザ インなど同様のビジネスモデ

ルで躍進 している企業 もある。

モジュラー化 による中間財の市場化は,製 品市場の拡大を促進するが,製 品

市場の拡大は,中 間財市場の発展をより一層促すことにもなる。またそれは製

品市場の一層の発展に もつ ながる。相乗効果によって,産 業が大 きく発展 して

い くことになる。そ してそれが最近のデジタル家電産業の急激 な発展 とその変

化の速 さにつながっている。



デジタル製品における製品アーキテクチャのモジュラー化 と分業構造の変容23

3.中 間 財 市 場 の発 展 が 意 味 す る もの

(1)イ ノベ ー シ ョンの 主体 の シ フ ト

次 に,こ の よ う な中 間財 市 場 の形 成 とそ の発展 がデ ジ タル製 品産 業 に どの よ

うな変化 を もた らしつつ あるか考 えてい きたい。

まず第一 に,中 間 財 市 場 の形 成 と発 展 に よっ て,イ ノベ ー シ ョンの 主 体 が モ

ジ ュー ル製造企業へ とシフ トして きてい る こ とが挙 げ られ る。

モ ジュラー型 アー キテ クチ ャの特徴 は,イ ンター フ ェ ー ス の ル ー ルが 確 立 さ

れてい る ことか ら部品 ・モ ジュー ル間に依存 関係 が ない ことであ る。そ のため

各モ ジュールの開発者 は他 の部品 ・モ ジュール との調整 を気 にす る必要 な くモ

ジ ュー ル単 位 で の技 術 開発 を独 立 して実 施す る こ とが 可 能で あ る(Baldwin

andClark[2000])。 さ らに,モ ジ ュ ー ル の 開発 を平 行 して 行 うこ とが で き,

部 品 ・モ ジ ュー ル の 開発 に多 くの企業が参 入す る。 それ らの企業 の問でモ ジュ

ール ごとにイノベ ー シ ョンの競争が行 われ ,イ ノベ ー シ ョ ンは急 速 に進 む こ と

に な る。 この ように中 間財市場 の発展 は イノベ ー シ ョンを活性化す る機 能 を持

つ3)。

ここで重要 な こ とは,モ ジュ ー ル の イ ノベ ー シ ョ ンが 製 品全体 の技術 革新 を

促 進 してい くとい うこ とで ある。 言い換 えれば,製 品 自体 の性 能 向 上 や 差 別 化

は,主 に部 品 ・モ ジ ュ ー ル の イ ノベ ー シ ョンに大 き く依存す る とい うこ とであ

る。製 品企業 はモ ジュールの イノベー シ ョンを取 り入れ て製 品の差別化 を図 る

以外 にな く,そ の 意 味 で モ ジ ュー ル企 業 が 当該 産業の イノベ ー シ ョンの主体 に

なってい く。

製 品企業 がモ ジュー ル専 業企業 にアウ トソー シ ング した り,共 同 開 発 して い

る よ う な場 合 は製 品企業側 にモ ジュール を コン トロールで きる余地 が残 るが,

汎 用 的 な モ ジ ュ ー ルが 普 及 し,市 場 か らそ れ らを調 達 す る こ とで製品生 産が行

われてい るよ うな場合 にはその傾 向は強 い。先 に見 た とお り,リ フ ァ レ ンス ・

デザ イ ン な ど シス テム統合 の知識 まで市場調 達可能 となってい る。 その意味で

は,イ ノベ ー シ ョンの 主体 が 部 品 ・モ ジュー ル企業へ とシフ トしてい くだ けで

な く,製 品 の設 計 力 も また部 品 ・モ ジ ュー ル企 業へ とシフ トしてい くと言 え る。
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図2工 場出荷価格に占める半導体の割合

(出断)安 部忠彦1ヂ ジ タル家 電の成長戦略12《)0{年

そ して,当 該モジュールが,① 製品の基幹部品であること,② 市場における

標準規格であること,こ れらの要因を持つ ことによってその傾向はいっそう強

まる。

製品の中核 となる基幹部品は,当 然,製 品によって異なるが,デ ジタル化が

進んだエ レク トロニクス製品のほとんどにおいて共通に基幹部品となって きた

のは製品に組み込まれる半導体である。

図2は,各 製品に搭載 された半導体部品の割合 について製品の工場出荷価格

に占める半導体 の割合 として表 した ものである。TVゲ ームの ような飛び抜け

た製品 もあるが,ア ナログTVと 比較すればわかる通 り,デ ジタル家電製品に

おいては,半 導体の割合 は非常に大 きい。デジタル家電製品自体の性能や機能

は,搭 載 された半導体の性能により実現されるようになって きているが,こ の

グラフか らも製品を構成する部品やデバイスの中で半導体が主要な基幹部品に
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な って きて い る こ とが わか る。 また,こ れ らの 半導 体 と組 み合 わせ た形 で製 品

機 能 を実現す るため にはソフ トウェアの役 割 も重要 になって きてお り,製 品 に

組 み 込 まれ る ソ フ トウ ェ ア の規模 も大 き くなって きてい る(安 部[2004])。

こ の よ う に,デ ジ タル家 電 製 品 の 部 品 ・モ ジ ュー ルの 中で最 も中核 となる基

幹部 品 は,デ ジ タル家 電 製 品 に組 み 込 ま れ る半導体 の システ ムLSIで あ る。 特

に最 近 多 くの 製 品 に使 わ れ るシステ ムLSIは,小 型,高 性 能,高 機 能,低 消 費

電 力 とい った特 徴 を持 ち,そ れ らの主 要 な機 能 が1チ ップ に高 度 に集 積 化 され

たSoC(SystemonChip)と 呼 ば れ る も ので あ る。SoCは,従 来 の よ う に プ リ

ン ト基 板 の 上 にCPU,ROM,RAM,ASSP(ApplicationSpecificStandard

Product)な どの半 導 体 を並べ て シス テ ム を構 成す るの では な く,1つ の半 導

体 チ ップ上 に シス テ ム に必 要 な機 能 をすべて実現 させ る もので ある。 この キー

コ ンポー ネ ン トであ るSoCの 製 造 は,日 本 企 業 を始 め 欧 米 企 業,さ らに は台 湾

企 業 や 韓 国企 業 も参 入 し熾烈 な開発 競争が繰 り広 げ られ る ようにな って きてい

る。

そ して,こ のSoCの 性 能 や 機 能 が 製 品 全 体 の性 能 や 機 能 を決定づ ける ように

な って きて い る。つ ま りデ ジ タル家電 メー カー に とっては,SoCで の 差 別 化 が

製 品 自体 の差 別 化 と他 社製 品へ の優 位化へ とつ なが り競争力 の源泉 ともな る。

その意味 で,こ のSoCを い か に 開発 も し くは調 達 す る か が企業戦略 上の重要 な

要 因 となる。

デ ジ タル家 電 メー カーの 中には,自 らSoCの 設 計 ・開 発 を行 っ た り,半 導 体

メー カ ー と共 同 開発 した りす るケース もあ るが,最 近 は,こ のSoCに つ い て も

特 定 製 品 向 け の 部 品 ・モ ジュール と して容易 に市場調達 で きる ようになって き

てい る。 デジ タル家電 メー一カー にとって もコス ト要因 な ど競争力 強化 の観点 か

らは,グ ロ ーバ ル に市 場 調 達 した方 が優 位 にな る場合 も多い。

モ ジュ ラー型製 品 にお いては,製 品 を構 成 す るモ ジ ュ ー ルが 製 品の機能や性

能 を左 右す るが,中 で も,中 核 と な る基 幹 部 品 は大 きな影 響力 を持 つ。 デジ タ

ル製 品 におい ては製品 に組 み込 まれ るSoCな どの半 導 体 が イ ノベ ー シ ョ ンの 主

体 となってお り,製 品 の性 能 や機 能 を規 定 す る と ともに製 品差 別化 の重要 な要
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因 となっている。

したがって,製 品の性能 ・差別化において決定的な役割 を担 う基幹部品が汎

用モジュールとして市場調達可能な場合 は,汎 用モジュールを生産する企業が

当該産業 ・市場に大 きな影響力 を持つ。

次に,標 準規格 とい う点 につ いてである。先 に見た とお り,日 本企業が部

品 ・モジュールを外販する要因の一つは市場での標準規格 の獲得であった。実

際に,汎 用モジュールとして市場調達可能 な部品 ・モジュールの中には,先 に

挙 げたBroadcom,NVIDIA,Mediatekな ど,中 間財市場における標準規格 と

して浸透 して きているもの も多い。

製品企業が製品を製造する際に標準規格の部品 ・モジュールを使 えば,製 品

市場で安定 した評価 を得 られるだけの一定の機能を容易 に実現で きる。製品企

業にとっては,効 果的に市場の評価 を得 るためにそれ らの標準規格の部品 ・モ

ジュールを使 う強いインセ ンティブが働 くことになる。 自ら部品を開発する技

術力を持 たず また製品製造の実績のない企業が,市 場への新規参入を果 たし,

売 り上げを伸ば してい く上では特 にその傾向が強い といえよう。

最終製品を購入する消費者側か ら見て も,標 準規格の部品を採用 しているこ

とは製品購入の際の重要な判断材料になる。特 に,技 術の変化が激 しく類似の

機能 を持 った製品が市場 に多数存在す る場合には,標 準規格の部品を採用 して

いることは,製 品に対する一・つの信頼性 につながる。その意味で,標 準規格の

モジュー一ルの採用は,企 業にとっては,製 品差別化のための重要 な要素である。

この ような観点か ら,標 準規格 を獲得 した部品 ・モジュールの動向が製品市

場 に与える影響力は非常に大 きい。特に,基 幹部品が市場における標準規格 と

なることで,こ れ ら企業がイノベーシ ョンの主体 となるだけでな く,製 品の生

産全般にわたる主導権 を握 り,産 業 ・市場 を支配することにも繋がってい く。

また,先 に見たとお り,こ れらの企業 は,部 品 ・モ ジュールだけでな くリフ

ァレンス ・デザインも提供 している。 リファレンス ・デザインの提供はそれ ら

の部品 ・モジュールの普及 を図るという意味で標準化 を促進す る働 きを持つ

が,企 業戦略 という視点か らは市場の主導権を握るための戦略の一つ とも考 え
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られ る。

(2)付加価値の シフ ト

次に,付 加価値 という側面から見 ると,製 品製造企業は価格競争の激化か ら

収益性が低下 し,付 加価値 もまたデバイス製造企業 に集中するようになってき

ている。

先ほどか ら見て きたとお り,製 品は,開 発当初 はインテグラル型のアーキテ

クチャを持ち,企 業 内で個 々の部品を擦 り合わせ最適に統合で きるよう製造 さ

れる。次第に技術が成熟 し,部 品ごとのインターフェースが安定 し規格化が進

むにつれて,複 数の機能 をまとめて一つの部品へ と統合 されてい く中で,製 品

アーキテクチャはモジュラー型へ と移行 してい く。特に,市 場 における競争要

因が製品性能よ りも価格や生産の効率性へ と移ってい くことでモジュラー化 は

より一層進む。

インテグラル型のアーキテクチャの場合 は,製 品企業が製造過程のすべての

主導権 を持ち,製 品企業が付加価値の多 くを獲得するが,モ ジュラー化が進む

ことにより,特 定のモジュール企業が個 々のモジュールを個別に開発 ・製造で

きるようになるため,付 加価値の連鎖は分断 されてい く。 さらに,モ ジュラー

化がいっそ う進んでい くと,製 品の製造 は,個 々のモジュールを中間財市場か

ら調達 して組み合わせるだけの単純 な工程 となって しまう。 この段階において

は,従 来,製 品製造企業が有 していた製品製造過程 を主導する戦略的役割はほ

とんどな くな り,モ ジュール企業,特 に基幹モジュールの標準規格 を獲得 した

企業が産業 ・市場の支配力 を持つ ことになる。 イノベーションの主体 はモ ジュ

ール企業へ とシフ トし
,製 品の性能や機能 はそのほとんどが組み込 まれるモジ

ュールによって決定 されて しまう。当該製品の製造か らもた らされる付加価値

は,そ のほとんどが これ らのモジュール企業側へ とシフ トして しまうといえる。

反対に,製 品製造企業は,市 場 における価格競争が激化 し収益率の低下に悩 ま

される結果となる。

つ まり,製 品企業は,競 争力確保のためにモジュラー化 を進め市場か らのモ
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ジュール調達 を推進するが,モ ジュラー化 を推進すればす るほ ど,イ ノベーシ

ョンの主体 は部品 ・モジュール企業へ とシフ トし,付 加価値 もまたモジュール

企業へ とシフ トしてい く。そ して,産 業 ・市場の支配力 もモジュール企業へ と

シフ トしてい くことになる。

このような傾向を受けて,従 来,完 成品 と部品の双方の事業を展開していた

日本企業の中には,収 益性の低い完成品分野か ら撤退 し,部 品の生産 ・販売に

特化 し始めた企業 も見 られるようになって きている。

皿.モ ジ ュラ ー化 とグロ ーバル生 産 ネ ッ トワー ク

1.製 品アーキテクチ ャのモジュラー化 と生産ネ ットワークの変容

次に,製 品アーキテクチ ャのモジュラー化の進展 と企業の生産活動,特 にグ

ローバルな生産ネッ トワークとの関係について考えてみたい。

1990年 代以降,東 アジア地域 には,主 に先進国の多国i籍企業のグローバルな

展開による国際的な生産 ・流通ネ ットワークが形成 され,同 地域がそれに組み

込 まれることで経済発展 を遂げてきた。最近の生産活動,特 にデジタル家電を

は じめとしたエ レク トロニクス製品の生産における一つの特徴 として,研 究開

発,製 品開発などのイノベーション ・プロセスと生産 プロセスの分離 という点

が挙げ られる。企業 は,国 際競争の激化を受けて,こ のイノベーション ・プロ

セス と生産プロセスの戦略的な最適配置を目指 し,生 産プロセスを,中 国をは

じめ とした労働 コス トの安い東アジア地域へ と移転 し,垂 直的産業内分業 を活

用 した生産ネ ットワークを構築 して きた。つ まり,こ れ らのグローバルな生産

ネッ トワークは,財 の貿易が進む中で事後的 に形成 されて きた とい うよ りは,

先進国企業の主導の もとに生産の最適化,効 率化のために戦略的に構築 されて

きたものである。

しか し,最 近の製品アーキテクチ ャのモジュラー化の進展は,製 品製造企業

主導で形成されてきたこれ らのグローバルな生産ネッ トワークを変容 させる可

能性 を持つ と考え られる。
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これまで見て きたように,製 品企業が産業 ・市場において主導権を発揮で き

るのは,製 品アーキテクチャがインテグラル型である場合である。デジタル家

電のように製品アーキテクチ ャがモジュラー型へ とシフ トして くると,徐 々に

製品製造企業は市場における主導権 を失い,汎 用モジュールを市場で調達 して

製品を生産する段階に至ると,産 業 ・市場の主導権はモジュール企業側へ と移

行 して しまう。イノベーシ ョンの主体 もモジュール企業へ とシフ トし,製 品の

開発 ・設計さえリファレンス ・デザインとい う形でモジュール企業が担 うよう

になって きているのである。

つま り,モ ジュラー化の進展によって,市 場における部品 ・モジュール企業

の自律性が高 まり,こ れ まで製品製造企業を中心に形成 されてきた生産ネッ ト

ワークの リンケージが分断 されてい く。そのため,製 品製造企業が生産の主導

権 を握 りグローバルな形で製品生産ネッ トワーク全体 をコン トロールする力が

弱 まり,製 品企業を中心 とした集権的なネッ トワークか ら,よ り分権性の高い

ネッ トワークへ と変容せ ざるを得 ない。中間財市場の活性化が進み,そ の機能,

役割が高 まるほど,市 場での取引の比重が高まり,市 場 を通 じた分業構造 とな

る。

自動車産業 においては,系 列取引など完成車メーカーは部品メーカーと緊密

な関係 を持っている。 自動車はインテグラル型 アーキテクチャの代表 とされる

が,イ ンテグラル型の製品については,製 品製造企業を中心 とした集権的な国

際的生産 ネットワークの力が強い。 しか し,デ ジタル製品はアーキテクチャが

モ ジュラー型へ とシフ トするのに伴い,中 間財市場に依存 した分散型の生産ネ

ッ トワークへ と移行 し,汎 用モジュールの組み立てだけで生産で きる製品につ

いては市場 を通 じた分業が中心 となる。

近年,あ らゆる製品がアナログからデジタルへ と置 き換わ りつつある。デジ

タル化 は製品アーキテクチ ャのモジュラー化 を強力に推 し進める力を持つ。そ

の結果,従 来の ような製品企業 を中心 としたグローバルな生産ネッ トワークを

維持することは困難 にな り,市 場中心のグローバルな取引を基盤 にした分業構

造へ と移行 してい くことになろう。



30

2.製 品 アー キ テ クチ ャの逆 シ フ トと 「システム統合検証」 の必要性

しか し,こ の傾 向 はそ れ ほ ど一 方 的 に進 行す るわけで はない。 それは,一 つ

に は,モ ジ ュ ラー 化 した製 品 が イ ンテ グラル型 に逆 シフ トす る場合 が ある こと,

また も う一 つ の側 面 と して,モ ジ ュ ラー 型 の製 品 で も,モ ジ ュ ー ル の 単純 な組

み合 わ せ だ けでは製品化が 困難 な製品 も存在す るか らで ある。

まず,モ ジ ュ ラー化 した 製 品 の イ ンテ グラル型へ の逆 シフ トにつ いてであ る。

イ ンテグ ラル型か らモジ ュラー型 に シフ トした後 はモ ジュ ラー型 アー キテクチ

ャを前提 に企 業競争 が続 くわ けではな く,製 品 ア ー キ テ クチ ャが 再 び イ ンテグ

ラル型 に逆 シフ トす るケースが存在す る。 ク リステ ンセ ンは,顧 客 が 求 め る機

能 が よ り上 位 へ と シフ トしてパ フォーマ ンス ギ ャップが再 び発生 した場合,競

争 優 位 の 源 泉 と して 再 び 統 合 化 が優 位 にな る と指摘 して い る(Christensen

[2002])。 製 品性 能 が 顧 客 ニ ー ズ を オ ー バ ー シュー一トす る こ とに よって製 品 ア

ー キテクチ ャが イ ンテグ ラル型 か らモ ジュ ラー型へ とシフ トす るが ,再 び 顧 客

ニ ーズ が 満 た され な い状 態 になれ ばイ ンテ グラル型の アーキテ クチ ャが採 用 さ

れる ようにな る とい うことであ る(図1参 照)。

具 体 的 に は,革 新 的技 術 の採 用 に よ る アー キ テクチ ャル ・イノベ ーシ ョンが

起 こる場合 で ある。 イノベ ー シ ョンに は,イ ン ク リメ ン タ ル ・イ ノベ ー シ ョン

とアー キテクチ ャル ・イノベ ー シ ョンが あるが,イ ンク リメ ン タル ・イ ノベ ー

シ ョ ンは製 品のモ ジュー ル レベルでの性能 向上 であ り,ア ー キ テ クチ ャ ル ・イ

ノベ ー シ ョンは,モ ジ ュ ー ル や 部 品 の 組 み 合 わせ の変更 を伴 う新 た な技術体 系

の採 用 に よる製品 自体 の革新 的 な向上 を指 す。 アー キテクチ ャル ・イノベ ー シ

ョンが起 きる と,モ ジ ュ ラー 化 の た め の知 識 や ノ ウハ ウが 十分 蓄積 され てお ら

ず製 品全体 の最適性 を図 るた めに,企 業 は,再 び イ ンテ グ ラル 型 の 製 品 ア ー キ

テ クチ ャを採用せ ざるを得 ない。 また,イ ンク リメ ン タル ・イ ノベ ー シ ョンは

モ ジュラー型 のプ ロセスの 中で も可能 だが,ア ー キ テ クチ ャ ル ・イ ノベ ー シ ョ

ンは,イ ンテ グ ラ ル型 の擦 り合 わ せ プ ロセスの中で製 品全体 の構成 を再構 築す

る ところか ら生 まれて くる とい う側面 もある4)。

デ ジ タル カ メ ラ,ハ ー ドデ ィス ク ドラ イブ,半 導 体 な ど,世 代 交代 を通 じて
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差別化のために製品全体の設計変更が行われ,そ のたびにインテグラル型への

シフ トを繰 り返す現象が見 られる5)。

次に,モ ジュールの単純な組み合わせだけでは製品化が困難な製品も存在す

るとい うことにつ いてである。延 岡 ・上野[2005]は,こ の現象 について,

BaldwinandClark[2000]の 「システム統合の=検証」の必要性 という視点か

ら,イ ノベーシ ョンの活性化 と製品統合の容易 さというモジュラー化 の持つ2

つの機能 を統合的に考えることによって説明 している。

モジュラー製品はインターフェースが標準化 されデザインルールが決 まって

いるといって も,開 発 ・製造 された部品がシステムと整合性があることは保証

されてお らず,シ ステムに統合する際 に検証 プロセスが不可欠 となる。特 に,

イノベーションの活性化の効果により部品の技術革新が起 こった場合,シ ステ

ムの中で部品機能が適切 に発揮 されるのか どうかシステム統合検証が必要 とな

る。 したがって,モ ジュラー型製品で も,部 品技術 の技術変化が速い場合や,

基幹部品に高度な部品技術 を採用 し製品全体の技術 レベルが問われるような場

合には,単 純 な組み合わせ能力だけでは競争力 を持てない。部品技術 に関す る

知識 とシステム統合に関す る知識に欠ける企業 は,同 じモ ジュラー型製品で も

競争力 を持つことができていないのである6)。

そ こで,先 ほど述べたが,シ ステム統合 を比較的容易 に実現で きるようリフ

ァレンス ・デザインが提供 されている場合が多い。ただ し,リ ファレンス ・デ

ザ インを効果的に活用で きるのは,DVDプ レーヤーなど製品機能が比較的単

機能で製品を構成す る上で支配的な部品モジュールが存在する場合である。デ

ジタルカメラやDVDレ コー ダーな ど製品機能が複雑で,製 品 を構成する基幹

部品が複数ある場合 は,シ ステム統合 はより困難な作業になる。

これ ら2つ の現象は,モ ジュラー化が進行す ることによって単純 に部品 ・モ

ジュール企業が市場において優位 な立場を形成 し主導権を握 るようになるので

はな く,製 品の特性や製品企業の技術力が大 きく影響 し,製 品製造企業が製品

の生産において主導権 を握 る余地がまだまだ残 っていることを物語っている。

実際には,こ のような現象を背景に,市 場 においては製品よって国際的な棲
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み分けが生 じている。市場取引で調達可能な部品を組み合わせ ることで生産可

能な製品群 と,技 術の向上が著 しく製品生産において技術力 を要 し製品企業が

主導権 を持って生産する製品群。 また,同 じ製品群の中で も,汎 用モジュール

の市場取引で生産で きる標準的な機能の普及品と,製 品企業が高度な技術力で

製品機能の高度化 を実現 した高級品 という棲み分けである。製品製造企業が主

導権 をもって生産で きる製品については生産ネッ トワー クは有効であるが,市

場 での取引が中心の製品については,集 権的な生産ネ ッ トワークは機能せず,

グローバルな中間財市場が機能を高めているのである。

ただ し,製 品のデジタル化に伴いモジュラー化の流れは急速に進行 してお り,

特に産業が成熟するにつれその傾向は強まる。従来のように製品製造企業が集

権的に生産全体 をコントロールで きる分野はどんどん狭 まって きているのが実

態であろう。

1>.ま と め

これ まで述べ てきたとお り,モ ジュラー化の進展 は,中 間財市場の形成,発

展 を促進す ることで,イ ノベーシ ョンの主体 を製品製造企業か らモジュール企

業へ とシフ トさせるとともに,産 業 ・市場 における主導権 もモジュール企業が

握るようになる。また,従 来の製品製造企業を中心 としたグローバルな生産ネ

ッ トワークは次第に分権化 し,市 場機能の活性化 と共 にグローバルな市場取引

を主体 とした生産構造,産 業構造へ と変容 して きている。 このような変化の中

で 日本企業は,低 価格で完成品を販売するアジア企業か らの急激な追い上げを

受け,価 格競争 に太刀打ちで きな くなって撤退を余儀 な くされているのが実態

である。

中国をはじめ とした東 アジァ諸国のキャッチアップは凄 まじい勢いである。

後発のアジア企業が急激 にキャッチア ップして きた背景には,製 品アーキテク

チ ャのモジュラー化がある。モジュラー化がキャッチア ップを加速 しているの

である。技術蓄積が未熟 なアジア諸国にあっても,モ ジュラー化 された技術 を
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取 り込むことで短期間のうちに産業を振興 させることが可能 となった。

そこで,モ ジュラー化の進展 によって従来の製品製造企業主導のグローバル

な生産 ネットワー クが変容せざるを得ない とい う実態 を背景 として,近 年,モ

ジュラー型の製品アーキテクチ ャに対応 した新 たな企業戦略が出現 してきてい

る。

その一つ は,特 に2000年 以降活発化 して きた国際的な協業モデルである。

これは,イ ンテグラル型製品領域の得意な 日本企業 とモジュラー型製品領域が

得意なアジア系企業 とが,合 弁会社設立などの形で提携す ることで相互補完 し

合 うものである。 日本企業 はもともと完成品分野 と部品分野の双方の事業 を展

開していることが多いが,完 成品事業で海外企業 と協業 し,基 幹部品 ・部材事

業では単独での事業展開を行 うものである。完成品事業での協業によって生産

規模が拡大すれば,基 幹部品 ・部材で安定的な生産規模を確保することもで き

る。新宅 ・小川 ・善本[2006]は,光 ディスク装置産業における日本企業 とア

ジア系企業 との協業の事例 を紹介 している。

国際的な協業モデルは,日 本企業が,ア ジア諸国の追い上げに単 に対立 ・競

合するだけでなく,相 互の強みを生か した戦略的関係 を構築 す ることで,競 争

力を維持 し市場 をリー ドしてい くことができることを示 している。また,高 度

な技術能力 を持たないアジア企業 にとって も,そ の欠点を補いなが らも自らの

強みを生かせ る新たなビジネスチャンスで もある。

デジタル製品においては,モ ジュラー化の進展 によってグローバ ルな生産 ネ

ッ トワークの力が弱 ま り,製 品製造企業は付加価値 と競争力 を失いつつある。

製品の価格競争によって深刻な打撃を受けるのは日本企業だけではない。低価

格競争を主導するアジァ企業 自身 もまた単なる低価格製品の組み立てに依存 し

たビジネスモデルでは競争環境の中で満足 な付加価値 を獲得できない というジ

レンマに陥っている。製品が成熟するにつれて製品アーキテクチ ャがモジュラ

ー化するのは避け られないが
,ア ーキテクチ ャル ・イノベー ションが起 これば

製品アーキテクチャはインテグラル型へ と再 シフ トす る。 また,一 般的に基幹

部品 ・部材 自体 はイ ンテグラルな製品 アーキテ クチ ャを持つ。新宅 ・善本
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[2005]は,モ ジュラー型への対応 として自社組織の構造 を変 えて しまうと,

モジュラー製品での競争力 は高 まるがイ ンテグラル型での競争力 は低下 し,決

定的な弱体化につ ながる危険性 を指摘する7)。 急速 に進行するモジュラー化の

中にあって もインテグラル型の強みを残 しつつ競争力 を維持 し市場をリー ドで

きるよう,従 来の生産ネッ トワークとは異なった新たな企業間関係,分 業関係

を構築する必要がある。製品アーキテクチャのモジュラー化に対応 した新たな

ビジネスモデルが どのような もの となるか今後の研究の中でより詳 しく考えて

い きたい。
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注

1)量 産 効 果 を発 揮 で きる よ うにす る ため に生 産 量 を増 や す と言 う こ とで あ れ ば,自

社 内 の他 の 複 数 の 製 品 に も共通 で利 用 す る とい うこ と も考 え られ る。 た だ し これ

は,松 下や ソニ ー な どの多様 な デ ジ タル家 電 製 品 を扱 っ て い る場 合 で なお か つ そ

れぞ れ の生 産規模 も大 きい場 合 の み に有効 で あ る。

2)た だ し,日 本 企 業 は,自 社 の 部 品 を他 社 に供給 す る こ とで標 準 化 を図 り世 界 的 に

広 め る戦 略志 向 は少 な く,技 術 を囲い 込 む傾 向 が強 い。

3)イ ノベ ー シ ョンの活性 化 は,デ バ イ スの技 術 革 新 の程 度 や頻 度 を高 め,イ ノベ ー

シ ョ ンに取 り組 む企 業 数 を拡 大 す る こ とで 製 品 と して の 統 合 を 困 難 に す る(延

岡 ・上野[2005〕)。

4)ア ー キ テ クチ ャル ・イ ノベ ー シ ョ ンを生 む製 品 開発 の 初期 プ ロセ ス で は,各 種 の

設計 要 素 やパ ラメ ー タ を検 討 す る必要 が あ る。 要 素 間の トレー ドオ フ を解 決 して

い くこ とが ブ レー ク ス ルー を生 み,独 創 的 な開発 につ なが る が,そ の た め に は擦

り合 わせ プ ロセ スが 必要 であ る。

5)Christensen[2002]は,HDDの 例 を通 しなが ら,ア ー キ テ クチ ャル ・イ ノベ ー

シ ョンが 起 こ った際 に も製 品性 能 が顧 客 ニー ズ を下 回 る こ とに な る こ と を指 摘 し

て い る。

6)延 岡 ・上 野[2005]は,デ ジ タル 製 品 にお け る中 国企 業 の競 争 力 を分析 。DVDプ
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レーヤーやデスク トップPCに ついては中国企業 の躍進が著 しいが,デ ジタルカメ

ラやノー トPCに ついて は米国や 日本企業 の競争力の方が高いことから,中 国企業

が競争力 を持つのは,モ ジュラー型製品で も,部 品技術が比較 的に安定 し技術変

化が少なく,市 場 ・顧客ニーズが単純 な場合 であるとしている。その要因として,

「システムの統合 と検証」の必要性 を挙げている。

7)組 織構造 をモ ジュラー型に適合 させることによって,イ ンテグラル型 の組織能力

は きわめて短期間で散逸する可能性が高 く,ま た失 った擦 り合わせ能力 は容易に

回復できないため,再 びイ ンテグラル型製品の時代が きても,そ れに対応で きな

い。 また,完 成 品事業 とともに基幹部品や基幹部材を製造する日本企業が,基 幹

部品 ・部材 の製造 だけに特化 して しまうと,製 品全体 に関す る統合的な技術 知識

が散逸してしまう危険性がある。その意味で,完 成品事業の切 り離 しや弱体化は,

基幹部品 ・部材事業の弱体化に繋がる。


